
分担研究報告書 

５．産業医経験の有無が、がん検診についての「情報認知」 

および「認識」に及ぼす影響についての調査 

研究分担者  齊藤 英子 

国際医療福祉大学三田病院予防医学センター 講師 

研究分担者  青木 大輔 

国際医療福祉大学大学院 教授／赤坂山王メディカルセンター 院長 

研究分担者  森定 徹 

杏林大学医学部 産婦人科学教室 教授



令和７年度 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

産業医経験の有無が、がん検診についての「情報認知」および「認識」に及ぼす影響に

ついての調査 

 
研究分担者 齊藤 英子 国際医療福祉大学三田病院 予防医学センター 講師  

       森定 徹  杏林大学産婦人科学教室 教授 
青木 大輔 国際医療福祉大学大学院 教授／赤坂山王メディカルセンター 院長 

 

研究協力者 雑賀公美子 佐久医療センター／国立がん研究センター 
川島 恵美  滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 

      岡田結生子 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教室 

 

研究要旨 
 
職域に関連して提供されるがん検診の内容、対象などはそれを提供する健康保険組合などの個々の判
断に委ねられる部分が大きく、産業医の助言がそれに影響する可能性がある。そこで本研究では、産業
医経験の有無が、がん検診に関する情報の認知および認識に及ぼす影響を検討した。産業医経験あり1
47名、経験なし196名を対象に質問票調査を行い、2群比較を実施した。その結果、産業医経験者では、
職域におけるがん検診の関するマニュアルや、国立がん研究センター公表の有効性評価に基づくがん
検診ガイドラインの認知度、ならびに国が推奨する検診部位・手法に関する認知度が高かった。一方、
国が推奨しないがん検診であっても職域での実施を容認する率は両群とも高く、有意差を認めなかっ
た。これには両者とも有効性評価指標や検診の不利益に関する知識が十分ではなかった調査結果との
関連性が考えられる。したがって、わが国では産業医経験者および今後産業医となる者の双方に対し、
がん検診に関する体系的教育の実施が求められる。 
 

   
Ａ．研究目的                              
  職域でのがん検診については、当該職場を担
当する産業医の意見やアドバイスが影響を与
える可能性も念頭におく必要がある。しかしな
がら、産業医ががん検診についてどの程度の知
識を有しているか、どのような検診提供体制を
妥当と判断しているか等について、現時点での
情報は十分ではない。そこで、産業医ががん検
診に関与したり、助言する際に最低限知ってお
く必要のある知識の有無と、またがん検診提供
に対する認識について、産業医経験を有する集
団と、全く産業医経験がない医師集団とを比較
することによって明らかにすることを目的と
した。 

B．研究方法                                

R6年度に実施した、産業医学推進研究会に所

属する約 700名の会員に対してメーリングリ

ストを通じて回答を得た 150名（2024年 1月

～2 月、オンライン回答）のうち、産業医とし

ての実務経験ありと回答した 147 名（産業医

経験あり群）と、R7 年 8月に産業医資格を今

後取得するための講習会に参加し、アンケー

ト参加に同意した 196 名（産業医経験なし

群）の 2群を対象として、下記項目について

比較を行った。 

・ 属性（年齢・産業医経験の有無） 
・ 職域におけるがん検診に関するマニュアル

（職域マニュアル）の認知と活用の有無 
・ 国立がん研究センターから公表されている

5 がん（胃、大腸、肺、子宮頸、乳がん）の

「有効性評価に基づくがん検診ガイドライ

ン」の認知と活用の有無 
・ 国が推奨する検診部位及び手法の認知度を

公表していることへの認知 
・ 国が推奨しないがん検診の職域での実施に

対する認識 
・ 国の推奨状況の認識と職域での実施に対す

る認識の関連性 
・ 「あるがん検診の手法が有効かどうか」を

評価するために適切である指標の認知度 
・ がん検診の不利益を評価する項目の認知度 
 
なお、名義変数の比較には Fisher の正確確率

検定を用いた。 
（倫理面への配慮）特になし 
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C．研究結果                                

【属性】 

産業医経験あり群の方がやや年齢が高かった。                     
 
 

 
 
【職域マニュアルの認知と活用の有無】                  

職域マニュアルの存在を少なくとも認知して

いる者が、経験あり群では 131/147 例（89.1%）、

経験なし群では 36/196 例（19.9%）で、経験

あり群で有意に高率であった（p<0.001）。さら

に活用もしていると回答した者も経験あり群

で多かった。 

 
 
【「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」

の認知と活用】        
がん検診ガイドラインの認知あり（少なくとも

知っている）は、経験あり群 134/147 例（91.2%）、

経験なし群 83/196 例（42.4%）であり、経験あ

り群で有意に高率であった（p<0.001）。 

 
 
 
【国が推奨する検診部位及び手法の認知度】                

国が科学的根拠に基づき推奨する検診部位及

び手法（胃がん：胃部 X線又は胃部内視鏡、肺

がん：胸部 X線、子宮頸がん：子宮頸部細胞診

〔医師採取〕、乳がん：マンモグラフィ、大腸が

ん：便潜血）を認識していると回答した者は、

経験あり群 141/147 例（95.9%）、経験なし群

124/196 例（63.3%）であり、経験あり群で有意

に高率であった（p<0.001）。 

 
 
【国が推奨しないがん検診の職域での実施に

対する認識】                  
企業や健康保険組合によって職域に関連して

提供されるがん検診において、国が推奨してい

ない検診を実施することについては、「実施さ

れてもよい」と回答した者は、経験あり群

98/147 例（66.7%）、経験なし群 124/196 例

（63.3%）であり、両群間に有意差は認めなか

った。 
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【国の推奨状況の認識と職域での実施に対す

る認識の関連性】                
産業医経験の有無を問わず、国が推奨するがん

検診と推奨していないがん検診（指針外検診）

があることへの認知の有無によって、職域で国

から推奨されないがん検診を実施することに

対する認識を比較したところ、推奨があること

を知っている群では 53/264 例（20.1%）、知ら

ない群では 17/77 例（22.1%）が、国が推奨し

ないがん検診について「実施されるべきではな

い」と回答し、両群間に有意差は認められなか

った。 
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ことを 
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（n=77） 

 

推奨がある

ことを 

知っている

（n=264） 
 

 
 

【「あるがん検診の手法が有効かどうか」を評

価するために適切である指標の認知度】      

あるがん検診の手法が有効かどうか」を評価す

る適切な指標として、死亡率のみを選択できた

者は、経験あり群 9/147例（6.1%）、経験なし群

6/196 例（3.1%）であり、両群間に有意差は認

められなかった。                

 
 

【がん検診の不利益を評価する項目の認知度】               

がん検診の不利益を評価する項目について全

項目を選択できた者は、経験あり群 61/147 例

（41.5%）、経験なし群 35/196 例（17.9%）であ

り、経験あり群で有意に高率であった（Fisher
の正確確率検定、p<0.001）。 
 

 
 

D．考察                   

本調査の対象のうち、産業医経験ありの者は、

比較的経験が豊富で産業医活動に関心を抱い

ていると考えられる集団であり、1000人以上の

事業所の担当、及び 1000 人未満の中小規模の

事業所を担当する産業医の両者を含む。一方、

産業医経験なしの者は、産業医学に関する知識

をこれから得ようとする者である。 

がん検診に関する知識については、産業医経験

者の約 9割が職域マニュアル及びがん検診ガイ

ドラインの存在を認知し、そのうち約半数が実

際に活用しており、産業医経験なしの者よりそ

れらの存在を認識している割合が高い。また、

国が推奨するがん検診と推奨しないがん検診

があることについても経験者の方が、認知度が

高かった。にも関わらず、国が推奨していない

がん検診の実施を職域で実施することの容認

率は約 66.7％と高く、産業医経験なしの者の
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63.3％と変わらず、さらに差がなく、「国の推奨

の存在を知っているか否か」によらず、推奨（指

針）外の検診を実施するべきではないという認

識を持つ者が 2割程度に留まったことは今回の

調査で着目すべき点である。すなわち、産業医

経験ありはがん検診に関する情報の存在の認

知自体にはプラスに働くものの、がん検診を評

価するための体系的な知識獲得までには至っ

ていない可能性がある。例えば「有効性評価指

標ががん特異的死亡率減少のみである」は、産

業医経験があっても極めて低い。検診方法を選

択する際に、死亡率減少効果の有無を念頭にお

くことができなかったり、がん発見率、感度・

特異度、罹患率といった適切でない項目を判断

根拠にしてしまう場合があることが考えられ

る。そしてまた「がん検診の不利益」として全

ての項目を選択できたものが産業医経験あり

でも 4割程度に留まっていることも、意思決定

に影響している可能性があり、今回の解析では、

産業医経験の有無に関わらず、わが国の医師へ

の教育体制では、がん検診の実施の可否判断の

際に前提となる情報が不足している状況の影

響が推察される。これらの知識浸透の不十分な

状況は、約 20年前に報告された、消化器がんの

検診にかかわる医師を対象とした調査結果と

傾向が一致し、本調査集団特有ではない。今日

でもわが国では医師に対するがん検診に関す

る系統的知識獲得機会が依然として十分に提

供されていないことから、少なくとも企業のが

ん検診の在り方に助言を行う立場になりうる

産業医に対しては、がん検診の在り方について

系統だった情報提供体制を確立することが望

まれ、それは産業医資格を既に有する者、これ

から得る者の両者に対して求められることが

示唆された。 
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